
新型コロナウイルスに関する情報は
キャッチネットワークのデータ放送でも
お伝えしています
1

2

3

テレビのリモコンの　　を押して、チャ
ンネルをキャッチネットワークにします。

リモコンを操作して、データ放送の画面
にある「碧南市」のボタンを選択し、リ
モコンの　　　ボタンを押します。
※地域設定されてない場合は「碧南市」に設定して
ください。

画面が変わったら、リモコンを操作して
「碧南市からのお知らせ」のボタンを選択し、
　　　ボタンを押します。

新型コロナウイルスに関連する
碧南市からのお知らせを見るこ
とができます。

12

決定

決定

制度

持続化給付金

理容業・美容業休業協
力金

緊急経済対策信用保証
料補助金

内容

市内に事業所を有している中小企業者を対象に、新型コロナに関
連した融資制度を利用した場合の信用保証料を補助します。
新型コロナの影響で、人材確保が難しくなっている市内に主たる
事業所がある中小企業者を対象に、ビジネスプロフィールの作成
に係る初期費用の一部を補助します。

自主的に休業した理容業・美容業の事業者に対して協力金として
10万円を交付します。
詳しくは５ページをご覧ください。
申請期間　７月31日㈮まで
営業自粛などにより特に大きな影響を受ける事業者に対して、事
業の継続を支え、再起の糧としていただくため、事業全般に広く
使える給付金を200万円を超えない範囲で給付します。
申請は、webによる電子申請を基本とします。

商工課企業応援係
☎（95）9895

商工課企業応援係
☎（95）9895

経済産業省
持続化給付金事業
コールセンター
☎0120（115）570

経営企画課政策推進係
休業協力金事業
コールセンター
☎（95）0101

問合せ

ビジネスプロフィール
活用補助金

雇用安定支援事業補助
金

市内に事業所がある中小企業者を対象に、新型コロナの影響を受
け、雇用調整助成金を活用した場合に補助金を交付することで、
従業員の雇用維持を支援します。

商工課企業応援係
☎（95）9895

3

新型コロナウイルス感染症による家庭や企業への影響を緩和し、支援するための制度を、以
下のとおり抜粋して掲載しています。
なお、掲載内容は令和２年５月28日時点のものです。制度の最新情報や詳細は市ホームペー
ジにも掲載していますが、お気軽にお問い合わせください。

新型コロナ関連  経済支援策まとめ
Webで
詳しく

５月28日時点

４月27日時点で住民基本台帳に記録されている人を対象に10万円
を支給します。
詳しくは４・５ページをご覧ください。
支給日　申請書の提出から約２週間後
申請期間　８月17日㈪まで

特別定額給付金

制度 内容

生活福祉資金貸付制度
における緊急小口資金

生活福祉資金貸付制度
における総合支援資金
（生活支援費）

子育て世帯への臨時特
別給付金

４月分（４月から新高校１年生になっている場合などは３月分）
の児童手当の支給を受ける人を対象に、対象児童１人当たり１万
円を支給します。
支給日　６月19日㈮
※児童手当の支給口座へ振り込みます。公務員の人のみ申請が必
要です。
申請期間　６月１日㈪～11月30日㈪

住居確保給付金

水道料金の基本料金の
免除

新型コロナの影響で収入減などがあり、納付することが困難な場
合は、申請により減免が受けられる場合があります。

７月または８月請求分から４か月（２期）分の水道料金の基本料
金を免除します。なお、申請は必要ありません。
一般家庭で口径13㎜の場合、４か月で2,640円（税込）の免除です。

新型コロナの影響で収入減などがあり、納付することが困難な場
合は、申請により減免が受けられる場合があります。

新型コロナの影響で収入源となる業務の喪失や売り上げの減少な
どにより所得が減少し、納付が困難になった場合は、臨時特例措
置により免除申請が可能になる場合があります。

就学援助臨時事業

新型コロナの影響で収入減などがあり、納付することが困難な場
合は、申請により減免が受けられる場合があります。

休業者や新型コロナの影響で収入減などがあり給付を必要とする
人を対象に、緊急かつ一時的に生計維持が困難となった場合に少
額の費用の貸付を行います。上限は原則10万円です。

新型コロナの影響で収入減があり、納期限内に納付することが困
難な場合は、申請により徴収猶予（特例制度）が受けられる場合
があります。
対象税目　市県民税、固定資産税・都市計画税、国民健康保険税、
軽自動車税（種別割）

離職・廃業から２年以内または休業などにより収入が減少し、離
職などと同程度の状況にある人を対象に、原則３か月を限度に住
宅費（家賃相当額で上限あり）を支給します。
あわせて就労支援を実施し、住宅および就労機会の確保に向けた
支援を行います。

就学援助事業の準要保護対象児童・生徒を対象に、小中学校臨時
休校に伴う給食中止により生じた４・５月分の家計の負担増を軽
減するため、昼食費相当額にあたる１人当たり月額１万円を支給
します。

失業者や新型コロナの影響で収入減などがあり給付を必要とする
人を対象に、生活再建までの間に必要な生活費用の貸付を行いま
す。上限は月15万円（１人世帯の場合）です。

市税の徴収猶予
（特例制度）

社会福祉協議会
☎（46）3701

社会福祉協議会
☎（46）3701

税務課納税係
☎（95）9877

庶務課庶務係
☎（95）9917

社会福祉協議会
☎（46）3701

経営企画課政策推進係
特別定額給付金事業
コールセンター
☎（95）0101

問合せ

こども課育成支援係
☎（95）9886

水道課給水業務係
☎（95）9914

国保年金課国保係
☎（95）9891

介護保険料減免制度

休業要請協力金

国民年金保険料免除制
度

国保税減免制度

後期高齢者医療保険料
減免制度

新型コロナ感染拡大防止のため、県の休業協力要請に応じて要請
期間中、全面的に協力いただいた休業要請施設を運営する地元中
小事業者を対象に、協力金として１事業者あたり50万円を交付し
ます。
申請期間　６月30日㈫まで

高齢介護課介護保険係
☎（95）9889

国保年金課年金係
☎（95）9893

経営企画課政策推進係
休業協力金事業
コールセンター
☎（95）0101

国保年金課医療係
☎（95）9892
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